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1　ピーターソン「福祉の磁石」理論
ポール・ピーターソンの「福祉の磁石（welfare 

magnet）」の理論は、行政学者や政治学者の間で
は、かなりの程度共有されたものになっている。私
自身も 1980年代に書いた紹介論文で言及し、続く
行政学者によって、何らかのかたちで言及され続け
ているものである。しかし、最近、福祉社会学や社
会政策論の領域では、ほとんど引用されていないと
聞いた。これは、学問が蛸壺のように、外部との情
報共有や連携を欠いた閉鎖的な状態になっているこ
とを意味するのかもしれない。まして行政学を学ん
だことのない実務家にも知られていないものである
と考えられる。

簡単に要約すると、ピーターソンは、市町村など
基礎自治体は、住民や企業の移動をコントロールす
ることができないことを重視する。国と国との間で
の移動は、移民であったり海外直接投資となったり
で、それほど簡単ではない。しかし、国内の自治体
間の移動は単なる引っ越しである。住民や企業が
入って来ることを、そして、出ていくことを、都市
自治体が拒否することはできない。

また地方自治体には紙幣を発行する政府の銀行、
すなわち中央銀行は存在しないので、財政赤字を紙
幣発行で乗り切ることもできない。このような構造
的制約の中にある地方自治体が、企業や富裕層に高

率の税金をかけ、また貧困層やホームレスに炊き出
しや住居提供等の所得再分配政策をした場合、前者
は自治体から出ていってしまい、後者が外部からこ
の自治体に押し寄せることが考えられる。これが

「福祉の磁石」である。そうすると、歳入の減少、
歳出の増加が発生し、財政赤字が招来することにな
る。ピーターソンは、このような都市自治体の構造
的制約のことを、「都市の限界（city limits）」とも
呼んでいる。これは通常は、市の境界を意味する言
葉であるが、それに上手くかけているのである。

都市自治体には「福祉の磁石」現象のために、
「都市の限界」があるために、福祉政策のような所
得再分配政策は自らはやりにくい。では、どうする
のか。ピーターソンは、連邦政府や州政府のような
政府が、これを自ら実施するか、あるいは基礎自治
体に必ず実施させるように強制しなければならない
というのである。

さて、この理論、概念は日本でも成立しているの
だろうか。日本では、生活保護は、機関委任事務、
最近では法定受託事務として行われてきている。さ
らには保護費の 4分の 3 を国が負担し、残りの 4分
の 1 を都道府県や市町村などの地方自治体が負担
している（これも基準財政需要額に算定されて、地
方交付税でカバーされることになっている）。ピー
ターソン風に言うと、必ずやらせるというものであ
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ろう。それ以外はどうだろうか。
2025年に出版された、白取耕一郎『自治体にお

ける「負の政策波及」- 障害者差別解消条例とホー
ムレス支援政策はいかに抑制されたか -』はこの問
題を実証的に論じたものである。同書の関心は、障
害者差別解消条例とホームレス支援政策の二つの政
策において政策波及が進まなかったこと、そしてそ
の理由は何かにあるが、少なくともホームレス支援
政策においては、この政策が実施されることによっ
て、ホームレスが当該市に集まってくることが予想
され、このことが同政策の波及が進まなかったこと
の理由になっていると考えられる。

この点で、ある市が保有するホームレス支援政策
に関する実施要綱に以下のような記述があることは
興味深い。「対象者が本市に定着する意思がなく、
従来の居住地への帰還や他都市での支援等を求めて
遠方地へ移動するに当たって交通費が必要であると
認められる場合は」、片道切符を支給することがで
きるというもので、まさに福祉の磁石への対抗策を
表すものであると考えられる（公平を期するため
に、同要綱には市内の関係施設への旅費を支給する
規定も含まれていることはつけ加えておきたい）。

このことは、都市自治体、とりわけ市長がホーム
レス支援に熱心ではない、ということを示唆するの
ではないことを、「福祉の磁石」理論は教えてくれ
る。都市には「限界」があるのであり、そのような
政策は、その限界のより少ない国、中央政府が責任
をもって実施する必要があること、たとえ都市自治
体がやる場合でも、財政的な裏付けをきちんと国が
すべきであることを伝えているのである。

このように考えると、現在のニューヨーク市長、
ゾーラン・マムダニの試みは興味深い。自らを「民主
社会主義者」と称し、高所得者層や大企業への課税強
化を掲げる一方で、幼児教育無償化や公共交通機関
の負担軽減などの生活支援策生活コストの引き下げ
や住宅家賃の凍結などを掲げている。彼が「都市の
限界」に直面するか、もし突破できるのであれば、
どのような理由か、筆者は注目して観察している。

2　ティブー「足による投票」理論
類似した概念に、経済学者チャールズ・ティブー

に始まる「足による投票」がある。これもまた、住

民の移動をもとにした考え方であるために、福祉の
磁石に似ているが、これは公共財・サービスの提供
に関しての議論である。公共財・サービスの典型で
ある街灯で考えよう。街灯をどれだけ整備するか、
そのためにどれだけの税金を支払うか、という受益
と負担の望ましさの程度は、住民によって違いがあ
る。少しくらい税金が高くても街灯が多い方がいい
という人もいるが、街灯は少なくとも、税金が低い
方がいいという人もいる。同様のことは、公園や警
察、消防についてでもいえる。多くを払えば、多く
の公共財・サービスが提供されるが、それを望まな
い人は、より税負担の少ない自治体を選べばよい。
地方自治体がたくさんあれば、住民がよりよいバラ
ンスの中から住む自治体を選ぶことができるという
のが「足による投票」の概念が示唆することであ
る。手による投票で公共財・サービスの水準を決定
するのではなく、足によって、最も自分に適した自
治体に住み分けるというわけである。経済学者らし
く、住民を消費者としてとらえ、その選好をより満
たす自治体を選ぶことができるので、中央集権より
分権、地方自治が望ましいという論理展開となる。

これに対して、福祉政策は、所得再分配であり、
受益と負担とが一致しない。負担するだけの人がい
れば、受益するだけの人もいるというのが所得再分
配である。こちらは地方自治体に任せるのが望まし
くない、というのがピーターソンの結論になる（所
得再分配が望ましくないと思うのであれば別だが）。

3　コルピとパルメ「再分配のパラドックス」
理論

この点に関して注意を要するのが、「高福祉高負
担」という言葉である。公共財の場合であれば、高
い公共財・サービスに対して高い負担ということ
で、住民の中で一貫している。ところが、所得再分
配政策の場合は、高福祉高負担すべての人が同じよ
うに重い負担をするという意味ではない。高負担と
いうのは、国全体として租税・社会保険料の国民所
得に占める割合（租税・社会保険負担率）が高いと
いう意味なのであり、実際には高所得者がより多く
の負担をしていることになる場合が通常である。

税金の払い方でいえば、全員が同じ額を払うとい
うのが人頭税である。これもある種公平である。飲
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み会では、5,000円オールなどという払い方をする
であろう。市民税でも「均等割」は市民が定額を払
うことになる。

これに対して、所得に対して同率の税金をかける
というものもある。これもまた公平であると考えら
れる。所得に応じて決まる市民税の「所得割」の標
準税率は全国一律で 10% である。最後に、国の所
得税の場合は、累進課税となっている。所得（課税
される金額）が多くなるにつれて、税率が段階的に
高くなるのである。現在では 5% から 45% までで
あるが、昭和期には最高税率が 75% に達すること
があった。

このようにして高福祉高負担といっても、誰が払
うかに注意を払うことが大事であると分かる。この
ことを理解したうえで重要なのが、コルピとパルメ
が提起した「再分配のパラドックス」という概念で
ある。

所得の再分配としては、高所得者から貧困層だけ
への移転を対象にした制度（選別主義）の方が再分
配の程度が大きそうに思われる。しかし実際には、
国民全体を対象にした福祉制度（普遍主義）の方が
再分配の程度が大きくなるというのが、「パラドッ
クス」である。

まず普遍主義が格差の是正に役立つことを示そ
う。

例えば当初所得が 200万円の A 氏と 2,000万円
の B 氏がいると想定する。当初の格差は 10倍であ
る。この 2人に同じ 20% の税率で課税した後、一
律 200万円を給付するとしよう。普遍主義的な考え
方である。

当初所得 課税
（20%）

課税後 
所得

一律給付 可処分
所得

A 200 40 160 200 360
B 2000 400 1600 200 1800
出典：井手 2013 より転載。Kindle 版 location379

同率の課税であり、高所得者にも 200万円を給付
したにもかかわらず、結果的に、2人の可処分所得
格差は 5倍となり、当初所得の格差 10倍から大幅
に縮小しているのである。

さらに、コルピとパルメが OECD 諸国を分析し
たところ、北欧のような、全員が受益者となる普遍

主義的制度の方が、結果として所得格差がより縮小
していたことを発見した。

これには、政治的な理由がある。普遍主義の場
合、高所得者、中間層も利益を受けるので、福祉予
算に対する反対が少なくなると考えられる。選別主
義の場合、低所得者しか利益を受けないので、その
所得再分配政策に対して中間層から反対が増えるこ
とになる。

さらには、低所得者もまた「貧しい人だけの制
度」を利用しにくくなる。そのような制度はスティ
グマ（差別、偏見、負の烙印）を与えるからであ
る。普遍主義的な制度であれば、スティグマなく利
用できることになる。

低所得者に対象を絞る、すなわち、弱者救済とい
う政策をとると、再分配が逆にうまくいかなくな
り、結果的に彼らが苦しむことになる。対象を広げ
た方が政治的支持と財源が確保され、結果的に再分
配の程度が大きくなる、というのがパラドックスの
所以である。

4　加藤淳子「消費税のタイミングの理論」
さて、所得再分配の程度、福祉国家の発展の程度

を決めるのには VAT（付加価値税・消費税）をど
れだけのボリュームで導入できるかということに
寄っている。そしてその税の導入については、タイ
ミングに着目すべきであるというのが加藤淳子の議
論である。

1960 年代は全世界的にも黄金の 60 年代と呼ば
れ、世界経済は順調であったが、70年代にはニク
ソン・ショック、二度にわたるオイル・ショックが
世界を揺さぶった。そのショックの前に VAT を導
入した北欧や西欧の多くの国では、まだ税率が低い
段階で制度を導入でき、その後、福祉支出の拡大に
合わせて徐々に税率を引き上げることができた。

ところが導入が 1970年代以降になった国では、財
政赤字が生じてからになってしまい、消費税も結局
は赤字を埋めるために使われるだけであるというの
が国民の一般感情となってしまい、導入そのものが
政治的対立となってしまった。その後も赤字は大き
くなり、増税による見返りも実感できないまま、税
率引上げが非常に困難になった、というのである。

日本の場合、大平正芳首相は 1979年、財政再建
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を目的として日本で初めて「一般消費税」の導入を
正式に閣議決定した。しかし、国民や野党、党内の
激しい反発と同年 10月の衆議院選挙での大敗を受
けて、導入は断念・撤回された。次に、中曽根康弘
首相は 1987年に消費税と似た仕組みの「売上税」
法案を国会に提出した。しかし、選挙での激しい反
対や小売業界などの強い反発に遭い、法案は廃案と
なったのである。

竹下登首相が 1988年に 3% の消費税導入に成功
したのは、竹下首相ならではの徹底した根回し、粘
り強い政治交渉を重ねたためもあるが、バブル景気
の真っ最中であり、高い経済成長率、税収増加、株
価と土地価格の上昇の中であったということも重要
な要素となっている。

5　ピアソン「タイミング、順序理論」
加藤淳子の理論をより広い文脈で、すなわち、租

税だけに限らないかたちで展開したのが、ポール・
ピアソンである。ピアソンは政治における時間の要
素を真剣に考えるべきだと主張する。なにが起こっ
たのかだけではなく、いつ起こったのかも重要であ
る。あるいはどのような順番で起こったのかが重要
であるといった指摘である。

彼がこの理論を展開するまでの政治学では、何が
重要であるか、回帰分析を使って説明するというも
のも多かった。これはあたかも料理を作るのに、最
善の素材を集めればよい料理ができあがるという考
え方と変わらない。実際にはどのような順番で味付
けをしていくか、下ごしらえをどのタイミングです
るかが料理の味を決定する。

日本でも料理の「さしすせそ」がある。これは、
日本料理で調味料を入れる基本的な順番を覚えるた
めの語呂合わせである。さ : 砂糖、し : 塩、す : 酢、
せ : しょうゆ（「せうゆ」と書かれていた昔の仮名
遣いの「せ」）、そ : みその順である。

砂糖は食材に浸透するのに時間がかかるため、最
初に入れる必要がある。次に、塩には食材の水分を
外へ引き出す作用があり、塩を入れると砂糖が入り
にくくなるため、砂糖の後に加える。酢は加熱しす
ぎると酸味が飛びやすいため、ある程度火が通って
から加える。しょうゆは香りが大切なので、煮上が
る少し前に加える。みそはしょうゆ以上に香りが重

要なため、最後となる。すなわち、順番が変わる
と、最終的な味が全く変わってしまうのである。こ
のようなことは政治現象でも様々なことが適用可能
である。

6　ファレティ「分権の順番理論」
この順番理論を地方分権に適用したのが、トゥリ

ア・ファレティである。彼女の研究は、分権の順序
理 論（sequential theory of decentralization） と
名付けられているもので、分権化を、行政的分権
化、財政的分権化、政治的分権化の 3 つの過程に
分類し、それが生起した順番によって分権化の効果
に差が出てくるという主張を行っている。

行政的分権化とは教育や保健、社会福祉や公的住
居などのサービスの管理運営や提供を地方政府に移
譲することである。意思決定権限の移譲は必ずしも
必要条件とはしない。次に述べる財政的分権化がこ
れに伴うこともあるが、地方政府だけがコストを負
担する場合もあり得る。

財政的分権化とは、地方政府の歳入や財政的自律
性を増大させる政策である。中央政府からの移転支
出の増大、地方税の創設、国税の税源移譲のように
多様な制度形態がありえる。ここでは補助金などの
増大も財政的分権化としていることに注意が必要で
ある。

最後に、政治的分権化とは、政治的権限や選出能
力を地方のアクターに移譲する制度変化である。そ
れまでは任命されていた市町村長や知事を公選化し
たり、地方議会を創設したり、地方政府の政治的自
律性を強化するような政策がその例である。

これらの分権化は必ずしも同時に行われるとは限
らず、それぞれが別のタイミングで行われることが
ある。そしてその順序によって、分権化が進んだ段
階で市町村長や知事が有する権力には違いが生じる
というのが彼女の主張である。彼女はこの理論をラ
テンアメリカ諸国に適応し、コロンビアでは 1986
年から 1994年にかけて、政治的分権化→財政的分
権化→行政的分権化という順番で行われ、地方アク
ターの自律性が強い体制となった。逆にアルゼンチ
ンにおいて 1978年から 1994年にかけて行われた
分権化は、行政的分権化→財政的分権化→政治的分
権化の順番で行われ、地方の権限がほとんど増えな
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い結果となった。
これ以外にも、政治的分権化→行政的分権化→財

政的分権化という場合もあり得るという。政治的分
権化が行われたものの、次の段階で行政的分権化し
か行われず、財源なきサービスについて公選リー
ダーへの不満が高まることが起こった場合には、分
権化の効果が上がらないことになる。しかしなが
ら、公選リーダーたちの努力によって財源が与えら
れるならば、政治的分権化→財政的分権化→行政的
分権化の場合ほどではないにせよ、ある程度は中央
地方関係が変化を見せるであろうというのである。

近刊予定の拙著、『公共政策と中央地方関係』で
は、この理論が日本においても適用可能かを論じて
いる。日本の明治の地方制度は、特に第二次世界大
戦後と比べると集権的なものであるとされている
が、市町村には議会が存在しており、議会を介して
市町村長が選ばれていた。すなわち、直接公選では
ないものの、住民が選んでおり、任命制ではなかっ
たのである。府県知事は官選であり、内務省の役人
が任命されていたものの、府県にも府県会が存在し
ていた。地方政治家が先に民主的正統性を獲得して
いたため、その後の財源や権限の獲得を要求しやす
くなり、地方自治が強くなっていったと考えられる
のである。明治の地方自治においては、財政的分権
化が特に遅れていたが、昭和になってから、義務教
育費国庫負担金制度や地方分与税などの財政的分権
化が進んでいったのである。

7　終わりに
以上、理論が現実の理解、説明に使えることを示

してきた。そもそも、理論が役立つためには、現実
がなぜそうなっているかということの観察力が重要
である。現実をそのまま受け入れてしまうと、それ
に対してなぜそうなのかという疑問が生まれてこな
い。筆者は NHK 総合の『チコちゃんに叱られ
る !』のファンであるが、あの番組で取り上げられ
る疑問には実に奥深いものが多い。なぜ年度は 4月
始まりなのか、どうして北海道だけ「道」と言うの
か、当たり前と受けとめてしまっていることをあら
ためて問われると答えられないことが多い。答えら
れないとチコちゃんに「ボーっと生きてんじゃねー
よ !」と叱られてしまうのだが、むしろ「ボーっと

生きて」いると、あの番組で取り上げられるような
問いにまずたどり着かないのである。どうしてそう
なのか、という問いに気づくことが重要である。

本稿の例で言うと、1 どうして自治体は福祉政策
に乗り気ではないのか、2 どうして公共財・サービ
スの分配には地方自治体が望ましいのか、3 どうし
て弱者救済政策は弱者にとって不利になるのか、4
どうして日本は消費税の税率が低いのか、消費税増
税に苦労しているのか、5 どうして分権の順番が変
わると分権のあり方に違いが出てくるのか、などで
ある。それらの問いに答えようとするときに、役立
つかもしれないのが理論や概念なのである。学者・
研究者はそれを日頃考えているのであり、ぜひとも
使っていただきたいのである。
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